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  ①労使協議での関与 
  ②制度設計での関与 
２ 変更された賃金・評価制度をどのようにみるか 
 (1）賃金・評価制度の特徴 
 (2）労働組合の機能            （以上、第40巻第１号） 






  ①「競争力の相対的優位性」 






















































 2 願興寺 之「職場レベルにおける労働組合の参加的関与」『日本労働研究雑誌』2008年特別号、
No.571、137ページ。 



































 4 願興寺、前掲論文、137ページ。 
 5 同上。 


































 7 同上、138ページ。 
 8 同上。 
 9 同上。 
 10 同上。 
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 13 同上、139ページ。 
 14 同上。 
 15 同上。 


















































































 18 同上、140ページ。 











































































 22 トヨタ自動車労働組合『評議会資料』2003年11月27日、１ページ。 



































   
─────────────── 
〈注〉 
 24 同上、２ページ。 
 25 同上、６ページ。 
 26 同上、７ページ。 
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 28 同上。 
 29 同上、８ページ。 
 30 同上、９ページ。 
 31 同上。 
 60 
図表６ 2004年ゆめＷ（49期後期）の「働き方」要求と回答 



















      
注１：「賃金」「一時金」の要求と回答は省略した。 














’05 1,341人 666人 
’06 1,910人 383人 
’07 1,684人 412人 
’08 893人 250人 
’09 690人 130人 









   
図表８ 36協定の年間所定外労働時間360時間超えの考え方について 












   
出所：図表７に同じ。 













 32 2001～2003年度の数値はトヨタ自動車労働組合『第71回定期大会議案書 50期前期』2004年10月２
日、23ページ、2004年度はトヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0774、2005年５月30日に
よる。なお、単年か複数年かは明記されていないので不明である。 








































 35 トヨタ自動車労働組合『第71回定期大会議案書』19ページ。 
 36 トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0764、2005年２月28日。 
 63 
図表９ 「負荷適正化」に対する会社の考え方 








































図表10 中堅技能職の職能要件 (一部) 












































 37 トヨタ自動車労働組合『評議会資料』2004年６月９日、７ページ。 
 65 
図表11 上郷工場の取り組み 




























































   
図表12 トヨタの国内生産台数と正規労働者数 
   
 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 
国内生産台数 347,500台 352,030台 355,490台 356,630台 356,700台 356,720台  
対象人員 60,294人 59,231人 58,089人 57,522人 56,877人 56,436人 57,177人 
   
注１：対象人員とは、賃上げ・一時金の対象である組合員のことと思われる。 
 ２：トヨタ自動車労働組合『一人ひとりが輝く明日へ 60年のあゆみ』2006年、185ページによる。 













































 41 猿田正機『トヨタウェイと人事管理・労使関係』税務経理協会、2007年、93ページ。 






































図表14 トヨタの受援率・期間従業員数・社外応援者数 (2004年４～７月) 
   
 ４月 ５月 ６月 ７月 
受援率 34.9％ 36.3％ 36.2％ 35.6％ 
期間従業員 8290人 8480人 8720人 8470人 



















































 44 トヨタ自動車労働組合『評議会資料』2004年６月９日、９ページ。 
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